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(注) １．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していない。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。 

４．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載していない。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第２四半期累計期間
第63期

第２四半期累計期間
第62期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (千円) 4,013,418 3,093,107 7,309,230

経常利益 (千円) 211,285 218,951 403,059

四半期(当期)純利益 (千円) 120,817 130,042 322,243

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 275,500 275,500 275,500

発行済株式総数 (千株) 20,687 20,687 20,687

純資産額 (千円) 2,401,263 2,683,755 2,606,765

総資産額 (千円) 8,403,365 8,013,557 7,967,152

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 5.89 6.35 15.72

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 2.50

自己資本比率 (％) 28.6 33.5 32.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 156,327 32,654 822,782

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △117,607 △223,550 △316,408

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 569 118,613 △613,421

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) 973,274 754,656 826,939

回次
第62期

第２四半期会計期間
第63期

第２四半期会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日 
至  平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.79 3.25
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当第２四半期累計期間における、事業の内容に重要な変更はない。また、関係会社の異動はない。 

なお、当社は第１四半期会計期間より、報告セグメントの名称を「鉄構開発営業」から「開発営業」へ変更してい

る。当該変更については、名称の変更のみであり、セグメント区分の変更はない。 

２ 【事業の内容】
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当第２四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はない。 

なお、重要事象等は存在していない。 
  

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 
  

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものである。 
  

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新政権による各種経済対策や金融政策の効果による期待感から、

円安・株高が進行し、輸出企業を中心に回復傾向がみられたものの、海外経済の減速懸念や円安による原材料費の

高騰等、景気の下振れリスクも存在しており、依然として先行きは不透明な状況が続いている。 

 当社の主な関連業界である建設及び住宅業界においては、消費税率引き上げ前の駆け込み需要や政府による住宅

取得支援策の延長・拡充に加え、復旧・復興需要と緊急経済対策による下支えもあり建設投資は緩やかな回復基調

を維持している。 

 このような状況の中、当社は仮設関連の旺盛な需要に応えるべく、保有機材の補充や供給に努めたが、開発営業

の鉄骨部材製造受託減少をカバーするには至らず、当第２四半期累計期間の業績は、売上高30億９千３百万円（前

年同四半期比22.9％減）と減収となった。 

 利益面においては、売上原価が大きく減少するとともに、自社製品販売は前期を上回ったため、営業利益２億２

千７百万円（前年同四半期比1.5％減）、経常利益２億１千８百万円（前年同四半期比3.6％増）、四半期純利益１

億３千万円（前年同四半期比7.6％増）となった。 

セグメントの状況は次のとおりである。 

 なお、第１四半期会計期間より、報告セグメントの名称を「鉄構開発営業」から「開発営業」へ変更している。

当該変更については、名称変更のみであり、セグメント区分の変更はない。 

震災復興需要等による軽仮設機材の品薄感から、仮設機材リース業者の安全機材への購買意欲は堅調だが、主

力製品の出荷のずれ込みに加え、仕入商品販売が先行き高騰の思惑から商材の確保がはかどらず、売上高は９億

８千４百万円（前年同四半期比8.4％減）と減収となった。セグメント利益（営業利益）は６千９百万円（前年

同四半期比2.9％増）と増益となった。 

震災復興工事や社会インフラ整備を中心とする補修・改修工事の需要により、軽仮設機材の稼働は高水準を維

持している。当社では前期にて機材センターを拡張する等対応したが、港湾土木の大型物件の減少等により、売

上高は13億４千８百万円（前年同四半期比3.2％減）と減収となった。再リース料や減価償却費が減少したもの

の、セグメント利益（営業利益）は１億８千９百万円（前年同四半期比2.4％減）と減益となった。 

旭化成ホームズ株式会社からの鉄骨部材製造受託の内、主力製品が前期にて受託製造終了したことにより、売

上高は７億６千万円（前年同四半期比50.8％減）と大幅な減収となった。収益面において生産工程の見直しやコ

スト削減等を図った結果、セグメント損失（営業損失）は２千９百万円（前年同四半期はセグメント損失２千８

百万円）と減益となった。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

① 仮設機材販売

② 仮設機材賃貸

③ 開発営業
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当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ７千２百万円減少の７億５千４百

万円となった。活動別のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

主な増加要因として、税引前四半期純利益２億１千８百万円、減価償却費（リース資産含む）の計上１億９千２

百万円、たな卸資産の減少による１億２千１百万円が挙げられる。 

 主な減少要因として、仕入債務の減少による１億７千万円、法人税の支払額１億５千８百万円が挙げられる。 

 以上の要因により営業活動によるキャッシュ・フローは、３千２百万円の収入（前年同四半期は１億５千６百万

円の収入）となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）   

主な減少要因として、貸与資産（賃貸機材）の新規投資、その他有形固定資産の取得による支出２億２千３百万

円が挙げられる。 

 以上の要因により投資活動によるキャッシュ・フローは、２億２千３百万円の支出（前年同四半期は１億１千７

百万円の支出）となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 短期借入れは、当座貸越利用の増加により、前事業年度末と比べて、３千万円の増加となった。長期借入は３億

円の新規調達とシンジケートローンの約定返済により、前事業年度末と比べて１億５千９百万円の増加となった。 

また、リース債務の返済による支出と配当金の支払による支出があった。 

 以上の要因により財務活動によるキャッシュ・フローは、１億１千８百万円の支出（前年同四半期は０百万円の

収入）となった。 

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はな

い。 

当第２四半期累計期間における当社の研究開発活動に係る費用の総額は３千７百万円である。なお、当第２四半

期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はない。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(4) 研究開発活動
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(注) 発行済株式のうち、6,637,500株は、現物出資(借入金531百万円の株式化)により発行されたものである。 

  

該当事項なし。 
  

該当事項なし。 
  

該当事項なし。 
  

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,687,400 20,687,400
東京証券取引所
（市場第２部）

単元株式数は1,000株である。

計 20,687,400 20,687,400 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成25年７月１日～ 
平成25年９月30日

－ 20,687,400 － 275,500 － 526,043
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平成25年９月30日現在 

  

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合 

(％)

アルインコ株式会社 大阪府高槻市三島江１－１－１ 6,699 32.38

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２－６－１ 965 4.66

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 574 2.77

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 341 1.64

丸藤シートパイル株式会社 東京都中央区日本橋本町１－６－５ 250 1.20

東川内 常幸 秋田県秋田市 235 1.13

中央ビルト工業株式会社 東京都中央区日本橋富沢町１１－１２ 214 1.03

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川４－１２－３ 188 0.90

米本 修治 山口県岩国市 187 0.90

巻幡 俊 広島県尾道市 168 0.81

計 － 9,822 47.47
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平成25年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、1,000株(議決権の数１個)含

まれている。 

  

  

該当事項なし。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 214,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 20,231,000 20,231 －

単元未満株式 普通株式 242,400 － －

発行済株式総数 20,687,400 － －

総株主の議決権 － 20,231 －

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

中央ビルト工業株式会社
東京都中央区日本橋
富沢町11番12号

214,000 － 214,000 1.0

計 214,000 － 214,000 1.0

２ 【役員の状況】
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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成している。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成25年７月１日から平成25年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。 

  

当社は子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成していない。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
 (1)【四半期貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 826,939 754,656

受取手形 ※  500,995 ※  445,112

売掛金 1,142,021 1,099,841

製品 408,805 432,461

仕掛品 191,262 197,200

原材料及び貯蔵品 338,930 430,819

繰延税金資産 25,494 16,441

未収入金 ※  155,113 ※  117,046

その他 11,985 13,379

貸倒引当金 △591 △543

流動資産合計 3,600,956 3,506,416

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,883,436 1,884,217

減価償却累計額 △1,588,993 △1,601,544

建物（純額） 294,443 282,672

構築物 613,548 616,018

減価償却累計額 △572,612 △576,262

構築物（純額） 40,935 39,755

機械及び装置 1,992,019 1,986,841

減価償却累計額 △1,917,509 △1,899,996

機械及び装置（純額） 74,509 86,844

貸与資産 8,991,782 9,077,558

減価償却累計額 △8,429,574 △8,472,296

貸与資産（純額） 562,207 605,261

車両運搬具 97,275 84,916

減価償却累計額 △97,127 △84,842

車両運搬具（純額） 147 73

工具、器具及び備品 265,725 270,217

減価償却累計額 △262,583 △264,381

工具、器具及び備品（純額） 3,141 5,835

土地 3,177,361 3,177,361

リース資産 132,829 240,731

減価償却累計額 △70,991 △87,604

リース資産（純額） 61,837 153,126

有形固定資産合計 4,214,584 4,350,931

無形固定資産 1,673 2,229
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年９月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 31,952 32,744

繰延税金資産 26,142 28,954

その他 95,502 96,173

貸倒引当金 △3,660 △3,892

投資その他の資産合計 149,936 153,979

固定資産合計 4,366,195 4,507,140

資産合計 7,967,152 8,013,557

負債の部   

流動負債   

支払手形 850,839 755,324

買掛金 505,268 435,754

短期借入金 1,900,000 1,930,000

1年内返済予定の長期借入金 280,800 340,800

未払法人税等 165,855 90,207

賞与引当金 25,344 21,823

役員賞与引当金 21,500 8,750

その他 299,325 263,132

流動負債合計 4,048,934 3,845,792

固定負債   

長期借入金 1,098,000 1,197,600

退職給付引当金 85,280 90,701

役員退職慰労引当金 69,781 60,691

その他 58,390 135,015

固定負債合計 1,311,452 1,484,009

負債合計 5,360,386 5,329,801

純資産の部   

株主資本   

資本金 275,500 275,500

資本剰余金 526,043 526,043

利益剰余金 1,816,785 1,895,595

自己株式 △18,444 △20,755

株主資本合計 2,599,884 2,676,383

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,880 7,371

評価・換算差額等合計 6,880 7,371

純資産合計 2,606,765 2,683,755

負債純資産合計 7,967,152 8,013,557
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（２）【四半期損益計算書】 
  【第２四半期累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

売上高 4,013,418 3,093,107

売上原価 3,285,436 2,370,028

売上総利益 727,982 723,078

販売費及び一般管理費 ※  497,178 ※  495,745

営業利益 230,803 227,332

営業外収益   

受取利息 3,202 207

受取配当金 1,056 1,188

受取地代家賃 2,329 2,824

雑収入 2,705 6,700

営業外収益合計 9,292 10,920

営業外費用   

支払利息 23,932 16,104

雑支出 4,879 3,197

営業外費用合計 28,811 19,301

経常利益 211,285 218,951

特別利益   

特別利益合計 － －

特別損失   

特別損失合計 － －

税引前四半期純利益 211,285 218,951

法人税、住民税及び事業税 90,761 82,969

法人税等調整額 △293 5,940

法人税等合計 90,468 88,909

四半期純利益 120,817 130,042
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
(単位：千円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 211,285 218,951

減価償却費 208,067 192,537

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,356 △48

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,502 △3,521

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,235 △12,750

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,486 5,420

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,536 △9,089

支払利息 23,932 16,104

受取利息及び受取配当金 △4,258 △1,395

売上債権の増減額（△は増加） 251,165 98,062

たな卸資産の増減額（△は増加） 35,276 △121,483

仕入債務の増減額（△は減少） △473,428 △170,012

その他 17,103 △62,921

小計 255,100 149,854

利息及び配当金の受取額 4,258 1,395

利息の支払額 △25,000 △16,458

法人税等の支払額 △78,031 △158,181

法人税等の還付額 － 56,045

営業活動によるキャッシュ・フロー 156,327 32,654

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △130,199 △223,457

その他 12,591 △93

投資活動によるキャッシュ・フロー △117,607 △223,550

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 194,000 30,000

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △140,400 △140,400

リース債務の返済による支出 △8,837 △17,443

配当金の支払額 △41,077 △51,231

その他の収入 △3,116 △2,311

財務活動によるキャッシュ・フロー 569 118,613

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 39,289 △72,282

現金及び現金同等物の期首残高 933,985 826,939

現金及び現金同等物の四半期末残高 973,274 754,656
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※ 手形債権流動化による受取手形の譲渡高及び支払留保額 

  

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。 

  

  

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

 前事業年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成25年９月30日)

受取手形の譲渡高 338,340千円 249,593千円

支払留保額 72,211 〃 73,719 〃

(四半期損益計算書関係)

 前第２四半期累計期間
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日)

従業員給料及び手当(従業員賞与含む) 164,607千円 174,784千円
貸倒引当金繰入額 △501 〃 232 〃

賞与引当金繰入額 13,240 〃 15,085 〃

退職給付引当金繰入額 17,976 〃 20,824 〃

役員賞与引当金繰入額 8,235 〃  8,750 〃

役員退職慰労引当金繰入額 6,936 〃 17,450 〃
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前第２四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項なし。 

  

当第２四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項なし。 

  

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月21日 
定時株主総会

普通株式 41,077 2 平成24年３月31日 平成24年６月22日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日 
定時株主総会

普通株式 51,232 2.5 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金
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Ⅰ  前第２四半期累計期間(自  平成 24年４月１日  至  平成24年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項) 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。 

Ⅱ  当第２四半期累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) 第1四半期会計期間より、報告セグメントの名称を「鉄構開発営業」から「開発営業」へ変更している。当該変

更については、名称変更のみであり、セグメント区分の変更はない。 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項) 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：千円)

報告セグメント
合計

仮設機材販売 仮設機材賃貸 開発営業

 売上高

 外部顧客への売上高 1,074,454 1,392,423 1,546,540 4,013,418

計 1,074,454 1,392,423 1,546,540 4,013,418

 セグメント利益又は損失(△) 67,755 194,429 △28,338 233,845

(単位：千円)

利益 金額

 報告セグメント計 233,845

 全社費用 (注) △3,042

 四半期損益計算書の営業利益 230,803

 

(単位：千円)

報告セグメント
合計

仮設機材販売 仮設機材賃貸 開発営業

 売上高

 外部顧客への売上高 984,432 1,348,375 760,299 3,093,107

計 984,432 1,348,375 760,299 3,093,107

 セグメント利益又は損失(△) 69,740 189,759 △29,759 229,740

 

(単位：千円)

利益 金額

 報告セグメント計 229,740

 全社費用 (注) △2,408

 四半期損益計算書の営業利益 227,332
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

 該当事項なし。 

  

(１株当たり情報)

項目
前第２四半期累計期間

(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日)

    １株当たり四半期純利益金額 5円89銭 6円35銭

    (算定上の基礎)

    四半期純利益金額(千円) 120,817 130,042

    普通株主に帰属しない金額(千円) － －

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 120,817 130,042

    普通株式の期中平均株式数(千株) 20,514 20,481

２ 【その他】
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該当事項なし。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成２５年１１月０６日

中央ビルト工業株式会社 

 取   締   役   会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
中央ビルト工業株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第６３期事業年度の第２四

半期会計期間(平成２５年７月１日から平成２５年９月３０日まで)及び第２四半期累計期間(平成２５年４
月１日から平成２５年９月３０日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益
計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半
期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。 
  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表
に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、中央ビルト工業株式会社の平成２５年９月３０日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を
適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  杉  本  茂  次  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  郷 右 近  隆  也  ㊞

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

-19-




